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そのほかの事例 広域化、用途変更、統廃合

広域化
近くの自治体と連携して、地域外の住民も同じ料金で
利用できるようにしたり、広域的に共同設置すること

近隣自治体の施設 共同利用

湯沢市の施設

廃止・転用等

広域化

用途変更
不要になった施設を別の目的（用途）に変更して使用す
ること

改修

教育施設 集会施設

統廃合
同じ機能の施設を、利用状況や今後の見通しなどを考え
て統合すること

施設Ａ 施設A＋B

施設Ｂ

統廃合

廃止・転用等

＜不便や不安の軽減＞
　施設の数が減ることで距離が遠くなるなど、
不便や不安を感じる場合があります。
　そのため、例えば施設以外のソフト事業を充
実させたり、公共交通を利用しやすい環境づく
りを行うなど、対応策を検討します。

方針４
地域全体を見渡して、施設が有効に活用されるように、配置の
あり方を検討します。

個々の施設を「点」で見るのではなく、地域全体を「面的」に見て、類似の施設や
機能がある場合は、その内容などを点検し、施設が有効に使われるように見直します。
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地域譲渡

統廃合

N集会所

O集会所

C集会所
D 保育園

A文化ホール

Ｊ中学校

Ｅ児童クラブ

Ｂ文化ホール

Ｍスポーツセンター

Ｆ庁舎

Ｇ教育相談所

Ｉ武道館

Ｈ保育園

複合化

用途変更

複合化

Ｋ図書館

P集会施設

Ｌ公民館








